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チェルノブイリ原発事故から２５年 
福島第１原発事故がこれからもたらすだろう現実がそこにある 
１９８６年４月２６日、深夜１時２３分、旧ソ連のウクライナ共和国チェルノブイリに

あったレーニン原子力発電所４号炉が爆発炎上して膨大な量の放射性物質が噴出し、国土

や近隣の国々など広範囲を放射能で汚染しました。当初ソ連政府は、まず周辺３０キロ圏

内の住民１３万５０００人に「３日分の手荷物を持って迎えのバスに乗りなさい」と指示

し、３ヵ月後に３００キロも離れたところが強く汚染されていることがわかると、さらに

２０数万人に及ぶ住民を強制的に避難させました。そして今なお、本来なら放射線管理区

域（一般人は立ち入り禁止）にしなければならない汚染地域で、子供たちも含め５００万

を超える人々が生活しています。そして、そこに住んでいた、あるいは住んでいる人々の

間で、当時の子供たちを中心に癌や白血病など重大な健康被害が出てきています。福島第

一原発事故でも国は、最初は「ただちに身体に影響は出ない」と言い、避難指示区域は「万

一を考えて３キロ」とし、その後「万一を考えて１０キロ」に拡大し、さらに２０キロに

拡大し、さらに３０キロ圏内の住民に自主避難を勧告しました。その後、２０キロ圏内を

警戒区域に指定し強制的に立ち退きを迫っています。 

どちらの事故も、「隠しておこう」「小さく見せよう」という思惑によって、多数の人

が大量被曝してしまいました。この事実を、チェルノブイリ事故後に発生した健康被害が

日本でも近い将来に起こることを想定して、私たちはしっかりと胸に刻みつけておかなけ

ればいけません。 
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